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　地方分権を進めていく「三位一体改革」の一環として国から地方へ税源移譲が行われます。
この税源移譲では、所得税（国税）と住民税（地方税）の税率を変えることで、国の税収が減り、
地方の税収が増えることとなり、地方は必要な財源を直接確保できるようになります。 

　　所得税と個人住民税の人的控除の差は個人住民税で調整されます  

　　所得税と個人住民税では、配偶者控除や扶養控除をはじめとする人的控除額に差がありますが、

　税源移譲によって個々の納税者の負担が変わらないよう、人的控除の適用状況に応じて個人住民税

　が減額されます。   
　　住宅ローン減税は個人住民税で調整されます  

　　　　平成18年までの入居者について、税源移譲によって19年分以降の所得税の住宅ローン控除によ

　　　る減税額が減ってしまう場合は、20年度以降の翌年度の個人住民税において減額調整されます。 

 
【定率減税が廃止されます】  

　景気対策のため暫定的な税負担の軽減措置として導入されていた定率減税が、最近の経済状況を
踏まえ、個人住民税については、平成19年6月徴収分（平成18年中の所得に係る課税分）から廃止されます。 
　なお、所得税（国税）の定率減税については、平成19年1月徴収分より廃止されます。 

【平成19年から、所得税と住民税の税率が変わります】 
 

●所得税● 

●住民税● 

国 県･市 

※原則、税源の移し替えなので、「個人住民税＋所得税」の納税者の負担は変わりません。 
　（しかし、定率減税の廃止によって、19年度個人住民税で最大2万円、19年分所得税で最大12.5万円、負担が増えることになります。） 

国 県･市 

税源移譲前 税源移譲後 

　　税源移譲は19年度個人住民税と19年分所得税の間で行われます 
 

課税所得金額 

課税所得金額 課税所得金額 

個人住民税の税率は、一律10％になります。 
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平成19年から 

平成１９年１月徴収分から適用 4段階の税率を 6段階に細分化 

3段階の税率を 一律10％に 平成１９年６月徴収分から適用 

（所得税と住民税を合わせた税負担が変わらないよう制度設計） 

（県民税4％・市民税6％） 

個人住民税の税率は、一律10％になります。 

200万円以下 
の金額 

200万円超 
700万円以下の金額 

700万円超 
の金額 

5％ 市民税3％･県民税2％ 

10％ 市民税8％･県民税2％ 

13％ 市民税10％･県民税3％ 

一律 

市民税6％･県民税4％ 

移譲前 移譲後 

10％ 10％ 

所得税の税率が4段階から6段階になります。 

10％ 

30％ 

所得税の税率が4段階から6段階になります。 

330万円以下の金額 
195万円以下の金額 

195万円超330万円以下の金額 

330万円超695万円以下の金額 

695万円超900万円以下の金額 

900万円超1800万円以下の金額 

1800万円超の金額 

900万円超1800万円以下の金額 
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20％ 330万円超 
900万円以下の金額 20％ 

30％ 

37％ 1800万円超の金額 37％ 
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